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I.はじめに
米国において， 1979年9月に財務会計基準審議会 (FASB)が基準書第33
号1)を発表して以来， 1986年に FASB基準書第89号2) が出されるまでの 7
年間，基本財務諸表に対する補足情報として物価変動会計情報を開示するこ
とが一定規模以上の企業に対して義務づけられ，この情報が株主宛年次報告
書において開示されていた。この基準書第33号で要求された物価変動会計情
報として，一般物価上昇及び特定の資産にかかわる価格変動の双方，すなわ
ち，歴史的原価／恒報ドル基準による情報（以下恒常ドル情報という）とカ
レント・コスト基準による情報（以下カレント・コスト情報という）の双方
に関する計算書（金額デーク）の他に，これらの情報に関する詳細な記述情
報が記載されていた。この記述情報とは，計算書に示されたデータの背景説
明や算定方法などに関する叙述的説明文章であり，金額データを記載した計
算書の限界を補い，財務報告をヨリ有用にする機能を果たすものであると考
えられている3)0
本稿では，この物価変動会計情報に関する記述情報がいかなる内容で記載
1) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 33, Financial 
Reporting and Ch価 gingPrices, September 1979. 
2) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 89, Financial 
Re加rti”ga叫 C加”gingPrices, December 1986. 
3)平松一夫著『年次報告書会計」（中央経済社，昭和61年3月刊） 108頁。
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されていたのかを，主として米国の代表的企業であるゼネラル・モーターズ
社（以下GMという）の株主宛年次報告書4)に記載された物価変動会計情報
の記述情報にもとづいて検討することにする。なお， GMを検討の対象とし
たのは，上述したように米国の代表的企業であるばかりでなく， 1979年から
1983年までの間は物価変勁会計情報の記述情報量が米国自動車会社 3社
(GM, フォード，クライスラー）の中で最も多かったからである％
I. 基準書第33号の記述情報に関する規定について
GMの物価変動会計情報に関する記述情報の記載内容を検討する前に，
まず基準書第33号で定められている記述情報に関する規定6)について下記で
述べ，それを検討することにする。
34. 企業は，補足的情報に対する注記として次の事項を開示しなければな
らない。
a. 棚卸資産，有形固定資産，売上原価及び減価償却費，減耗償却費並
びに償却費のカレント・コストを計算するために用いられた情報の主
要な種類に関すること。
b. (1)歴史的原価／恒常ドルによる減価償却計算とカレント・コストに
よる減価償却計算に用いられた資産の減価償却方法，見積耐用年数及
び見積残存価額，並びに(2)基本財務諸表の減価償却計算に用いられた
方法及び見積りとの間の相違に関すること。
c. 基本財務諸表中の所得税費用額を調整あるいは配分することについ
4) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT. 
5)拙稿「米国の物価変動会計に関する記述情報について」『関西大学商学論集』第
37巻第2号 (1992年6月）， 49-50頁。
6) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 33, op. cit., pp. 
12-14. 日本公認会計士協会国際委員会訳「米国 FASB財務会計基準書物価変動
会計他」（同文舘，昭和62年6月刊） 14-15頁。
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ては補足情報の計算から除外していること。
37. 企業は，財務報告書の中で，本基準書に準拠して開示された情報に関
する説明及び企業の状況の下でのそれの意義に関する論議を提供しなけ
， ればならない。
38. ……略……企業は，財務報告書の利用者が物価変動の企業活動に及ぼ
す影響を理解するのに役立つような，追加的情報を提供することを推奨
される。
1. カレント・コスト計算に用いられた情報の主要な種類について
基準書第33号の34項では，まず最初に，補足情報に対する注記として棚卸
資産，有形固定資産，売上原価，減価償却費等のカレント・コスト額を計算
するために用いられた情報の主要な種類を開示することを要求している。こ
の「情報の主要な種類」については，当該基準書の60項において次のような
例示が挙げられている。
a. 指数法 (Indexation)
(1) 測定される財貨・用役の種類別に外部で作成された価格指数（外部
指数法）
(2) 測定される財貨・用役の種類別に内部で作成された価格指数（内部
指数法）
b. 直接評価法 (Directpricing) 
(1) 最新の送り状価格
(2) 売り手の価格表，その他の相場，又は見積り
(3) カレント・コストを反映した標準製造原価
このように60項においては，カレント・コストを算定する場合に利用する
ことのできる情報源として「指数法」と「直接評価法」とを例示している。
公開草案では直接評価法を用いることが好ましいと表明されていたのである
が， この方式に対してはかなりの費用と複雑さとを招くとの批判が寄せら
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れ，そして多くの場合には指数法の方がカレント・コストの算定にとって唯
ーの実務的方法であろうといういくつかのコメントが寄せられたのである。
この結果 FASBは，「指数法」と「直接評価法」のどちらが好ましいかにつ
いて言及しないことに決めたのである（基準書第33号179項）。 またこの他に，
有形固定資産については「単位評価法 (unitpricing)」や「機能的評価法
(functional pricing)」を用いてカレント・コスト額を測定することができ
る旨を述べているし (58項）7), 売上原価のカレント・コスト額の算定に後入
先出法を採用することもカレント・コストの近似値を提供する旨を述べてい
る(60項注3)。
なお， SECが1976年に発表した会計連続通牒第190号 (AccountingSeries 
Release No.190; ASR 190)によって，一定規模以上の SEC登録企業は取
替原価情報を財務諸表の補足情報として開示することを求められた8)が，
このときに全米会計士協会 (NationalAssociation of Accountants; NA 
A)によって実施されたアンケート調査によれば，棚卸資産の取替原価を算
定するのに最も多く用いられた方法は先入先出法の近似値 (44%)であり，
次いで直接評価法 (31%) となっている。取替原価にもとづく売上原価の場
7) 「単位評価法」とは，例えば建物1血当たりの取替原価を算定して，取替えを想
定した建物の床面積に乗じて算出する方法であり，標準的なタイプの建物などのよ
うに，単位原価情報の容易に入手可能なものに適用される。
「機能的評価法」とは，例えば製品1単位当たりの設備の原価にもとづいて取替
原価を算定する方法である。この方法は，一般的には生産物が連続して流れる装置
工業の生産設備に適用されるものであって，工業組合，商業出版物，政府機関など
から生産高単位当たりの設備原価に関する統計数値が入手できる場合に適用され
る。
Coopers & Lybrand's Report to Management, Practices and Techniques for 
Replacement Cost Reporting, Coopers & Lybrand, 1976, pp. 32-33,38,40-41. 
拙稿「SEC 取替原価情報の算定方法および開示方法の実態—-NAA の実態調査
にもとづいて一ー」「関西大学商学論集」第30巻第6号（昭和61年2月）， 72頁。
8) .Accoii~ting Series Release No: 190, "Notice of Adoption of Amendments 
to Regulation・S-X Requiring Disclosure of Certain Replacements Cost Data", 
令 March.23, 1976. 
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合には，後入先出法の近似値 (53%)が最も多く用いられ，次いで内部指数
法 (16%)となっている。そして生産設備全体の取替原価算定方法の場合に
は，産業指数法 (60%)が最も多く，次いで直接評価法 (59%)となってい
る9)。なお， 株主宛年次報告書と SEC提出用報告書の両方にもとづく取替
原価情報開示状態の調査結果によれば，この生産設備のうちの機械設備の取
替原価算定方法については｛直接評価法が最も多く用いられており，次いで
外部指数法となっている 10)0 
このように， FASB基準書第33号が発表される以前の ASR190にもとづ
く取替原価情報の場合には，開示項目によって取替原価算定方法に相違があ
るけれども，指数法や直接評価法が比較的多く用いられていたことに気がつ
くのである。
2. 減価償却方法について
基準書第33号34項bでは，恒常ド）レ基準やカレント・コスト基準にもとづ
く減価償却計算に用いられた償却方法等と，基本財務諸表の減価償却方法等
との相違に関して記載することを求めている。
減価償却費の計算には種々の仮定や見積を必要とする。たとえ同じ状況の
下にある企業であっても異なる仮定や異なる見積を行えば，継続的営業活動
から生じる利益の比較可能性は損なわれることになる。このうえさらに，も
し企業が基本財務諸表における減価償却計算と補足情報における減価償却計
算とで異なる仮定や見積を行うならば，その補足情報の閲示の有用性も損な
われることになる（基準書第33号196項）。それ故に， 減価償却方法， 見積耐用
年数，及び残存価額は，カレント・コスト，恒常ドル，あるは取得原価のい
ずれの基準にもとづく場合でも同一でなければならないという仮定が存する
9) Melvin C. O'Connor and Gyan Chandra, Replacement Cost Disclosures: A 
Study of Compliance with the SEC Requirement, 1978, pp. 157-160. 
拙稿「SEC取替原価情報の算定方法および開示方法の実態-NAAの実態調査
にもとづいて一ー 」「前掲書」 74,77,80頁。
. 10) Ibid., pp. 95-96. 拙稿「同上論文」 81-82頁。
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ことになる。しかしながら， FASBは，企業が基本財務諸表においてインフ
レーションを考慮して方法や見積を選択しているならば，補足情報の開示に
関する減価償却の計算上，基本財務諸表と異なる見積や方法を適用すること
も認められるべきであると結論づけた。 FASBのこの結論は，基本財務諸表
と補足情報とで減価償却の計算上異なる方法や見積を用いた場合に，財務報
告の利用者に注意を促す意味で，この相違の事実を注記による開示で十分で
あるという考え方から生じている（同基準書198項）。
3. 法人所得税について
基準書第33号34項Cでは，カレント・コスト基準にもとづく継続的営業活
動からの利益に対する法人所得税について，基本財務諸表中の所得税費用額
を調整あるいは配分することをしていない旨の記載を行うよう要求してい
る。
これは，カレント・コスト会計方式を適用したことにより生じたとみられ
る認識期間のズレに関して，所得税費用にいかなる調整も行ってはならず，
カレント・コスト基準による継続的営業活動からの利益に対する所得税費用
額は，基本財務諸表中の継続的営業活動からの利益に対する所得税費用額に
等しくしておかなければならないというものである（同基準書54項）。例えば，
もし補足情報に関わる減価償却費と基本財務諸表の減価償却費が，相異なる
見積耐用年数，見積残存価額，あるいは相異なる減価償却方法の使用（例え
ば，補足情報に関わる減価償却方法については定額法，基本財務諸表の減価
償却方法については加速償却法）にもとづいているならば，基本財務諸表で
認識されない認識期間のズレがあることを示唆しており， したがって，繰延
税金の修正という問題が生じることになる。しかしながら， FASBは，財務
報告の利用者が補足開示事項の分析に経験がなく，また，補足情報の作成費
用を制限するという目的のためにも，基準書の要求が複雑になることを制限
すべきであるという強い主張があるという認識の下で，継続的営業活動から
の利益についての補足情報を計算するために，基本財務諸表上の所得税引当
ゼネラル。モーターズ社の物価変動会計に関する記述情報について（明神） (729)65 
額になんら修正を加えるということはしない，という結論に達したものであ
る（同基準書183項）。
4. その他の開示情報
基準書第33号の34項は，開示を強制したものであり，しかも開示すべき内
容を明確にしたうえで要求しているものである。これに対して， 37項の規定
は，基準書第33号に準拠して開示された情報に関する会社側の説明や，会社
をとりまく状況の中でのそれの意義についての検討文章を記載することを要
求したものである。基準書第33号は， 当事業年度の恒常ドル情報(29項）及び
カレント・コスト情報(30項）， 並びにそれらの情報の 5年間の要約表(35項）
を開示するよう要求している。したがって37項は，これら (34項で明記され
た事項以外）の情報に関する会社側の説明や，会社をとりまく状況の中での
それらの情報の意義に関して記述するように要求しているものと解釈されよ
う。しかし，記載すべき内容に関しては34項のように具体的に示されていな
いため，何をどのように記載すべきかは企業の判断にまかされているといえ
よう。 ・
一方， 38項は，会社の活動に対する物価変動の影響を，財務報告の利用者
が理解できるような追加的情報を記載するよう推奨しているものである。 37
項は開示を強制しているものであるが， 38項は開示することが任意とされて
いるものである。この38項の追加的情報の内容については，基準書には明示
されていない。それ故に，企業がいかなる内容の情報を追加的情報として開
示するかはまったく企業の自主的判断とされているものと解釈される。
したがって， 37項も38項もその内容は34項と比べて明確なものではなく，
それ故に，いかなる内容のものが強制で， いかなる内容のものが任意なの
か，明確には線を引くことができないのではないかと思われる。
そこで，これらの記述情報に関わる規定の内容をヨリ具体的に検討するた
めに，次章ではGMの記述情報について検討することにする。
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il. GM社の物価変動会計情報の記述情報について
1. 記述情報の構成について
GMの株主宛年次報告書に記載された物価変動会計情報の記述情報に関わ
る具体的内容について検討する前に，当該記述情報の構成について記載する
ことから始めることにしよう。なお，検討の対象とした年度は物価変動会計
情報を開示することが要求されていた1979年度から1985年度である。
さて， GMの株主宛年次報告書における物価変動会計情報は， 補足情報
（この個所には主要四半期デーク及び主要財務データ等が記載されている。）
が記載された個所の次に，「財務データに対するインフレーションの衝撃
(Impact of Inflation on Financial Data)」と題する別個のセクション
が設けられて記載されている11)。なお， 1981年には，このタイトルの「衝撃
(Impact)」は，「影響 (Effect)」に変更されている12)0 
GMの物価変動会計情報の構成は次のようになっている13)0 
① まえがき
R 財務諸表一ー歴史的原価基準
③ 一般的インフレーションについて調整されたデーター一恒常ドル基準
④ 個別価格の変動について調整されたデータ—カレント・コスト
• ⑥ 要約
⑥ A表，物価変動の影響を調整した主要データの比較
⑦ B表，物価変動を調整した損益計算書
⑧ A及びB表の脚注
11) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1979, p. 28. 
12) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1981, p. 28. 
13) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1979, pp. 28,29. 
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なお，本稿では⑥と⑦の計算書を除いたものを記述情報と述べている。
2. 「まえがき」の記載内容について
GMが1979年度の物価変動会計情報の記述情報としてまず最初に記載した
のは（ここでは「まえがき」と呼ぶことにする）， 次の内容に関するもので
ある14)0 
① 基準書第33号が発表された背景
R 基準書の意義
⑧ 基準書の役立ち
④ 添付している計算書の内容
基準書第33号が発表された背景については，次のように記載されている。
「近年，会計専門家は，財務デークに対するインフレーションの衝撃を報
告するための問題に多大の論議を交わしてきた。多くの複雑な理論が提案
され，研究されたが，どの理論も一般的同意を得るに至っていない。それに
もかかわらず，すべての利害関係者はインフレーションが財務データに対し•
て衝撃を与えるという点では意見が一致している。したがって， 1979年9月
に財務会計基準審議会 (FASB)は，基準書第33号「財務報告と物価変動」
を発表した。」15)
この背景に関する記述に引き続いて， 次のように基準書の意義， その役
立ち，ならびに添付している計算書の内容に関する記述が簡潔に記載されて
いる。
「基準書第33号は，財務データに対する物価変動の影響を報告するための
基準を設けている。基準書では，一つの方法が要求されているのではなく，
種々の影響を明らかにするために複数の方法が要求されている。基準書は，
財務データの読者が，次のような特定の領域での結果を評価するのを手助け
することを意図している。
14) Ibid., p. 28. 
15) Ibid. 
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a. 一般購買力の侵食
b. 企業の業績
c. 営業活動の侵食
d. 将来のキャッシュ・フロー
ここに添付した計算書は，このような評価に使うために，基本的な歴史的
原価財務デークを一般的インフレーション（恒常ドル）と個別価格変動（カ
レント・コスト）について修正したものを明示している。」16)
1981年度になると， この「まえがき」の文章に大きな変化がおこってい
る。つまり，基準書第33号の背景に関する文章が次のように修正されてい
る。「インフレーションは依然として通常の営業活動の障害となっている。
財務成績を比較評価するにあたってインフレーションの影響が考慮されると
き，ィンフレーションによる不利な結果が劇的に表現される。」17) このよう
に，前述した基準書の背景に関する記載から，ィンフレーションの企業に及
ぼす影響に関する文章へと修正されている。そしてこの年，基準書の意義に
ついては修正されたが，添付している計算書の内容，計算書の役立ち（前述
の基準書の役立ちについての文章が，この年に計算書の役立ちとして記載さ
れている。）に関する文章は今まで通り簡潔に記載されている。
1983年度になると，インフレーションの企業に及ぽす影響に関する文章も
削除され， 1984年度と1985年度には計算書の役立ちに関する文章も削除され
て，この「まえがき」の個所で残されたのは，「ここに添付した計算書は，
財務成績の比較評価に使うために，基本的な歴史的原価財務データを個別価
格変動（カレント・コスト）について修正したものを明示している。」18)とい
16) Ibid. 
17) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1981, p. 28. 
18) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1983, p. 28. 
General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1984, p. 32. 
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表1 「まえがき」部分の記述情報記載内容の推移
年 1197911980j 1981 I 1982119831198411985 
記 ① ① ①* ①* ④
 ④ ④ 
載 ② ② ④ ④ ③ 
内 R ③ ③ ⑧ 
容 ④ ④ 
注）＊印は，文章に修正が行われていることを示している。
う記述のみとなっている。
さて，これまで述べてきた「まえがき」部分の記述情報記載内容の推移を
一覧表にしたのが上の表 1である。
基準書第33号が発表された直後には，この物価変動会計情報では年次報告
書の読者に対して基準書の意義等を記述することにより啓蒙的役割を果たし
ていたといえるであろうが，表 1から判明するように時の経過とともにこの
「まえがき」部分の記述量は減少していった。記述量の減少は，インフレー
ションの沈静化がその背景にあったためと思われるが19), 同時に，これらの
文章を記載すべきか否かは任意であるという判断が経営者にあったためでも
あろう。したがって，経営者は，これらの記述を主として基準書第33号38項
の「追加的情報」と判断したものと考えられる。
3. 「財務諸表ーー歴史的原価基準」の記載内容について
GMの物価変動会計情報の記述情報では，前述の「まえがき」に続いて，
「財務諸表—歴史的原価基準」と題し，次のような記載内容で，物価変動
会計情報の意義等を論述する前提としての歴史的原価基準の問題点を記述し
ている20)。
General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1985, p. 41. 
19)拙稿「米国の物価変動会計に関する記述情報について」「前掲書」 65-66頁。
20) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1979, p. 28. 
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① 財務諸表および会計の目的
③ 現行の会計システムと財務諸表の意義
⑧ 歴史的原価基準のインフレーション時における問題点
これらの記述情報のうち，⑧の歴史的原価基準のインフレーション時にお
ける問題点の記述について下記に示すことにしよう。
「会社を評価するにあたっては，考慮に入れられなければならない多くの
主観的，分析的，経済的要素がある。これらの諸要素は客観的に数量化する
ことはできない。財務諸表は， 会社を評価するのに必要なデータのすべて
を，まさしく合理的，客観的，数量的な形式で示し得ないのであるから，そ
れらはまた，会社に対するインフレーションの衝撃を評価するのに必要なデ
ータをすぺて提供すると期待されるべきではない。」21)
さて，このような歴史的原価基準は基準書第33号37項の「本基準書に準拠
して開示された情報」ではないので，当然に38項の「財務報告書の利用者が
物価変動の企業活動に及ぽす影響を理解するのに役立つような追加的情報」
であると解釈することができよう。したがって，この情報を書くか書かない
かは経営者の任意であると考えられる。なお，この歴史的原価基準に関する
記述は， 1983年度まで記載されていたが， その翌年以降は記載されていな
い。次に述べる恒常ドル情報は1984年度以降記載の必要がなくなっており，
この歴史的原価基準に関する記述も恒常ドル情報と同じ年に削除されている
のである。
4. 「一般的インフレーションについて調整されたデーター一恒常ドル基
準」の記載内容について
GMの1979年度の物価変動会計情報に記載された恒常ドル情報の内容は，
概ね次の二点となっている22)。
① 近年のドル購買力の低下とその影響
21) Ibid. 
22) Ibid. 
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R 利益の額とドル購買力との関連
すなわち，これらは次のように記載されている。
「財務報告書は，必然的にドルで表示されている。近年， ドルの購買力が
低下し，そして原材料や他の項目の原価が賃金と同様に上昇し，将来におい
てさらに上昇すると予想されることが一般的に認められている。しかしなが
ら，利益の額もまた， ド）レ購買力の低下と同じ程度の減少になるとは一般的
に認められていない。……略・・・・・・米国労働統計局の都市消費者についての消
費者物価指数を用いて毎年の売上高そして純利益を1967年の恒常ドル基準に
修正すると，近年，恒常ドルによる利益は，販売数量の変化と同じようには
増大しなかったということを示している。このことは，恒常ドルによる購買
力によって表示された支払配当の減少および各期間の売上純利益率の一般的
低下として反映されている。」23)0 
恒常ドル基準に関して記述されている個所では， 1979年度と1980年度の二
年間は上記の文章のみが記載されていたが， 1981年度になるとこれらの情報
に次の情報が追加された24)。
⑧ 歴史的原価と減価償却費
④ 恒常ドルによる減価償却費の算定方法
⑤ 後入先出法で算定されていない売上原価の修正方法
⑥ その他の収益・費用項目
これらは次のように記載されている。
「恒常ドルによる損益計算書にはわずか二つの基本的修正項目を含んでい
る。最も重要なのは，減価償却費の修正である。歴史的原価会計は，製造で
費消される有形固定資産の経済的原価を過少表示する。なぜなら，減価償却
費は数年間にわたって取得された資産の過去のドル金額にもとづいているか
らである。恒常ドルによる減価償却費は，歴史的原価による減価償却費を，
23) Ibid. 
24) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1981, p. 28. 
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当該有形固定資産の取得または建設後の CPI-U(筆者注—都市消費者に
ついての消費者物価指数）の上昇を反映するために修正した資産価額にもと
づいて修正している。減価償却費を修正することに加えて，売上原価は，伝
統的な財務諸表において後入先出法 (LIFO)で記載されなかった棚卸資産
の一部に対して CPI-Uの変動を反映するために修正されている。その他の
収益と費用項目は修正されていない。なぜなら，それらは1981年度に生じた
取引を一般的に反映しており，それ故に1981年度の平均ドルで記録されてい
るからである。」25)
ところが， 1983年度になると上記の①と②の情報が削除され，次の文章が
追加されている26¥
R 加速償却法の意義
⑧ 米国内の営業活動に対するインフレーションの影響の測定方法
⑨ 米国外の営業活動に対するインフレーションの影響の測定方法
上記の⑦は，⑧と④の間に挿入される形で記載されており，次のように記
述されている。すなわち，「減価償却への加速償却法の適用はこの（筆者注一
インフレーションの）影響を中和する傾向がある。」27)と述べて，歴史的原価
会計の下での加速償却法の意義に関して述べるとともに，基準書第33号34項
bの関連で基本財務諸表上加速償却法を用いていることも示唆していると思
われる。またこの年に，米国内外の営業活動に対する一般的インフレーショ
ンの影響の測定方法（⑧と⑨）に関して次のような記述が追加されている。
「米国での営業活動に対するインフレーションの影響を測定するために，
米国労働統計局の都市消費者についての消費者物価指数 (CPI-U)が用いら
れている。米国以外の地域については，営業活動に適合した一般的インフレ
率を測定する指数が一般的に用いられる。その指数を適用して算定した金額
25) Ibid. 
26) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1983, p. 28. 
27) Ibid. 
ゼネラル・モーターズ社の物価変動会計に関する記述情報について（明神） (737)73 
は，年度末の外国為替レートを用いて米国ドルに換算されている。」28)
上記の恒常ドル基準に関する記述情報は，先にも述べたように， 1984年11
月に発表されたFASB基準書第82号『財務報告と物価変動：特定開示項目
の除外 (FASB基準書第33号の改訂）』29)にもとづいて， 1984年度以降この
恒常ドル情報を記載する必要がなくなり，それとともにGMの物価変動会計
情報からも削除されている。したがって，恒常ドル情報が記載されていたの
は， 1979年度から1983年度までの 5年間であった。
これまで述べてきた恒常ドル記述情報の内容の推移を一覧表にしたのが次
の表2である。
表2 恒常ドル記述情報の記載内容の推移
1年 I1979 I 198011981 i 1982i 19831
① ① ① ① ⑧ 
記 ③ ② ② R ⑦ 
載 ⑧ ⑧ ④ 
④ ④ ⑥ 
内 ⑥ ⑥ ⑥ 
容 ⑥ ⑥ ⑧ 
⑨ 
さて，これらの恒常ドル情報のうちの①及び⑧は，基準書第33号38項の
「追加的情報」だと思われるし，Rは34項bに関連していると思われる。そ
して残りの③④⑥⑥⑧⑨の記述は， 37項の「財務報告書の中で，本基準書に
準拠して開示された情報に関する説明及び企業の状況の下でのそれの意義に
関する論議」に該当するものであろう。しかし， 37項は，記述すべき内容に
ついて規定上明確にされていないためであろうか，当初はドル購買力の低下
が及ぼす影響に関する記述が行われていただけであり，売上原価や減価償却
費の修正方法に関する記述は1981年度になってからのことである。
28) Ibid. 
29) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 82, Financial 
Reporting a叫 ChangingPrices : Elim切ationof・Certain Disclosures, (an 
amendment of FASB Statement No. 3), November 1984. 
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5. 「個別価格の変動について調整されたデータ—ヵレント・コスト」
の記載内容について
GMの1979年度の物価変動会計情報に記載されたカレント・コスト情報に
は，まず最初にこの情報の端書とでもいうべき次の文章が記載されている。
「財務データ（つまり企業）に対するインフレーションの衝撃を分析するた
めのもう一つの方法は，会計システムを通じて数年間にわたって蓄積され，
それ故に同一の商品やサービスでも異なる価格を反映している主要な貸借対
照表項目について，その歴史的原価データをカレント・コストに修正するこ
とによるものである。」
この端書部分に続くカレント・コスト情報の主要な記述内容は，次のとお
りである30)0 
① カレント・コスト基準への修正目的
② カレント・コストデータと将来の資本的支出との関連
この①の修正目的については，次のように記載されている。
「この種の修正の目的は，棚卸資産と有形固定資産の取替についての価格
上昇が，企業の潜在的な将来の純利益にあたえる衝撃の見積を提供すること
であり， したがって将来のキャッシュ・フローの見込みを評価することであ
る。」
そして②の将来の資本的支出との関連については，「これらのデータはこ
の目的のためには有用であるかもしれないが，それらは有形固定資産の取替
についての明確な計画を反映していない。将来の利益に対するそのようなコ
ストの衝撃については，……「株主への手紙」において記述されている将来
の資本的支出のレベルの見積の方がより有意義である。」と述べることによ
って，この情報の利用上の注意とでもいうべき記述が行われている31)。
30) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1979, p. 28. 
31) GMは， ASR190にもとづいて1978年まで主要財務諸表の補足情報として取替原
価情報の開示を SECより求められていた。この取替原価情報の記述情報に「利用上
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なお，ここで述べられている将来の資本的支出見積額の記載場所として，翌
1980年度以降「財務レビュー：経営者の討議と分析」に変更されたほかは，
1984年度まで上記の①とRの記載に重要な変更あるいは削除は行われていな
い。しかし， 1985年度にはこのカレント・コスト基準に関する記述の端書に
該当する部分と，②の文章のうちの最初の「これらのデータはこの目的のた
めには有用であるかもしれないが，それらは有形固定資産の取替についての
明確な計画を反映していない。」という文章が削除されている。
GMは， 1983年度に至り，次の情報を①の直前に追加している。
⑧ 米国内外で所有している有形固定資産のカレント・コスト算定方法
この記述情報は， 1979年度より計算書の脚注として記載されていたのであ
るが， 1983年度にカレント・コストに関して記載しているこの個所に移され
たものである。
この情報は次のように記載されている。
「米国での営業活動のために所有している有形固定資産とその減価償却費
のカレント・コストは以下のものを適用することによって計算されている。
(1)機械装置の歴史的帳簿価額に対しては選択された生産者価格指数 (prod-
ucer price indices), (2)建物についてはマーシャル・パリュエーション・サ
の注意」とでも言うべき記述が行われている。これは長い文章であるが，比較のた
めに， 197紗F度の記述を次に記載しておこう。「ここに開示された取替原価に関す
るデータは，当社の見解によれば，合理的な方法によって見積られたものではある
けれども，マネージメントの見解によればこれらのデ＿夕は無価値のものである。
何故ならば，見積は必然的に主観性を帯びるものであるし，また（取替原価という）
概念は非現実的な前提，即ち一時にすべての生産設備を取替えるという前提に基礎
を置いているからである。したがって， これらのデータは， SECのガイドライン
にもとづく単なる代数的計算の結果として考えられるべきであり，当社が現在の生
産設備を取替える意志があるとか，或いは，また， もし取替えたとしても，将来の
実際の取替原価を示すものであるとか，その後の製造過程で発生する原価•費用を
示すものであるというように解されるべきではない。……」このように， ASR190
にもとづく取替原価情報の利用上の注意に関する文章は， FASB基準書第33号によ
る記述と比較すると，たいへん詳細なものであった。
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ービス指数 (theMarshall Valuation Service index), そして土地につい
ては査定額 (assessedvalues)を使用している。米国以外の地域について
は，そのような金額は，一般的に，測定対象の資産と密接に関連した指数を
適用し，それにより算定された金額を年度末の外国為替レートを用いて換算
することにより計算されている。」32)
また， 1984年度には次の情報を上記⑧の前に追加されている。
④ 棚卸資産と売上原価のカレント・コスト算定方法
この情報は次のように記載されている。
「棚卸資産のカレント・コストは， 1984年12月31日現在の事実上の原価に
もとづいて見積られた。先入先出法で記帳された棚卸資産についての売上原
価は，製品が販売された時点の個別価格水準を用いてカレント・コスト基準
に修正されたものである。」33)
さらに， 1985年度には次の情報を上記の⑧と①の間に追加している。
⑥ 減価償却方法
この情報は次のように記載されている。
「減価償却費は，定額法で計算されている。」34)
この記述情報も⑧の場合と同様に， 1979年度より計算書の脚注として記載
されていたのであるが， 1985年度に本文のこの個所に移されたものである。
さて，これまで述べてきたカレント・コスト記述情報の推移を一覧表にし
たのが次頁の表3である。
このカレント・コスト基準に関わる記述情報の⑧及び④は，基準書第33号
34項aの「カレント・コストを計算するために用いられた情報の主要な種
32) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1983, p. 28. 
33) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1984, p. 32. 
34) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1985, p. 41. 
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表3 カレント・コスト記述情報の記載内容の推移
年 11979¥ 1980 1981 11982 1983119841 1985 
記 ① ① ① ① ③ ④ ④ 
載 ② ② R 
② ① ③* ⑧* 
内
③ ① ⑤* 
② ① 
容 R** 
注1)*印は，本文に記載される以前は計算書の脚注に記載
されていたものである。
2) **印は，文章の一部に削除が行われたことを示してい
る。
類」を開示したものである。また，⑥は34項bの「減価償却方法等の相違」
に関連して記載されているものである。前述したように，この34項は開示を
要求されているものである。⑧と⑥は，計算書の脚注に記載された分も含め
ると，すべての年度に記載されている。しかしながら，④の棚卸資産と売上
原価のカレント・コスト算定方法が開示されたのは， 1984年度からであり，
それ以前には記載されていない。
一方，①の「カレント・コスト基準への修正目的」は，基準書第33号37項
の「財務報告書の中で，本基準書に準拠して開示された情報に関する説明及
び企業の状況の下でのそれの意義に関する論議」に該当するものである。
しかし，Rの「カレント・コストデータと将来の資本的支出との関連」
は， 37項にもとづくものか，それとも38項の「追加的情報」と捉えられるも
のかは明確ではない。 GMは， この情報をすべての年度で記載しているの
で， 37項の情報と捉えているのかもしれない。しかし，同じ自動車産業のフ
ォード社の場合には， このGMと同じ内容の情報35)を1979年度にのみ記載
35)フォード・モーター社の1979年度の物価変動会計情報の記述情報の中に次のよう
に記載されている。「影響を受ける資産のすべてを， 当社が， 1979年の価格で取替
えるであろうという仮定が技術的に含まれているということに注意することは重要
である。」 FordMotor Company, Ford Annual Report 1979, p. 35. 
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しており，その後は記載をしていないのである。このことから考えると，フ
ォード社はこの情報を38項の「追加的情報」と捉えているものと思われる。
したがって，会社によってこのような差異が生じるのは，規定の内容に明確
さが欠けているからにほかならないと思うのである。
6. 「要約」の記載内容について
GMの1979年度の物価変動会計情報に記載された「要約」部分に関する主
要な記述内容は次のとおりである36)0 
① 修正された利益額は歴史的原価による利益額より小さいことの理由
② 実効税率に関して
③ 株主持分に関する修正金額とその意味
④ 政府への要望
さて，「要約」の最初に，①の歴史的原価による利益よりも恒常ドル基準
及びカレント・コスト基準によって修正された利益額の方が小さいことの理
由を次のように記載している。「……略……個人と同様に企業もまたインフ
レーションによって影署をうけ，企業のドル購買力もまた低減したことを意
味している。さらに，カレント・コスト・データ（そして将来の資本的支出
の見積）に反映されているように，生産能力を維持するためのコストは，増
大している。」37)
GMは，このような理由を示して歴史的原価による利益よりも恒常ドル
基準及びカレント・コスト基準による利益額の方が小さいということを示
した上で， このことの影響として③の実効税率に関する記述を続けている。
この実効税率に関する記述は次の三つの内容から成っている。
③ -a インフレ修正後の利益と実効税率
③ -b LIFOや加速償却法について
36) General Motors Corporation, GENERAL MOTORS ANNUAL REPORT 
1979, p. 28. 
37) Ibid. 
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R-c FIFOゃ定額法を用いている場合と LIFOや加速償却法を用いてい
る場合の実効税率の比較
② -aの「インフレ修正後の利益と実効税率」については次のように記載
されている。「特に関心があるのは，そのようなデータに対する一定した法
人所得税率の影響である。現行の税法は，カレント・コストによる減価償却
費の損金算入は認めていないから，データがインフレーションの影響につい
て修正された後では，当社に課される税金は法定税率による額を超えること
になる。これは， B表で示されているように，歴史的原価基準の下での44.9
％の実効税率が， 1979年恒常ドル基準およびカレント・コスト基準によれば
それぞれ58.4%および57.9%に上昇している。」38)
② -a に引き続いて③—b は，「したがって，経営者は，カレントな収益と
カレントな費用とを対応させる棚卸資産評価の後入先出法 (LIFO)のよう
な会計方法や加速償却法を通じて，会計に対するインフレーションの衝撃に
対処する方法を求めなければならない。」39)と述べて，歴史的原価基準の下で
もインフレーションの影響を反映させ得る方法を用いるとともに，次のR-c
に記載されているように， これらの方法は実効税率の観点からも望ましい
ものであることを述べている。すなわち，「……略……基準書第33号は，特
に，当期の税額の修正を禁止しているから，会計処理方法として先入先出法
(FIFO)および定額法を用いている企業の実効税率は， 会計処理方法とし
て後入先出法や加速償却法を用いている企業よりもさらに高くなるであろ
う。」40)
実効税率に関する記述に引き続いて記載されているのが，⑧の「株主持分
に関する修正金額とその意味」である。これは次のように記述されている。
「もう一つの重要な修正は，株主持分の修正である。一般的インフレーショ
ンに対する修正（恒常ドル法）は，これらの項目に対するすべての支出に一
38) Ibid. 
39) Ibid. 
40) Ibid. 
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定の購買力基準—1967年平均ドルに換算するのである。 この修正によれ
ば，……略……財務諸表に記載された 192億ドルは， 1967年のドルで表現さ
れた購買力ではわずか122億ドルである。 A表に示されているように，個別
価格 (1967年のドルで修正されたカレント・コスト）により修正された純資
産は 130億ドルである。これは，恒常ドル基準で表示された額よりも 8億ド
ル高い。それはCPI-Uの方がGMに適用される個別価格指数よりも急激に
上昇していることによるものである。」41) これは， GMの「 5年間の要約
表」に記載されている期末純資産に関するインフレーションの影響に関する
データにもとづいて，上記のような記述が行われているのである。
GMは，「要約」の最後に，④ 「政府への要望」として，「最後に，インフ
レーションをコントロールすることを意図し，かつ生産性と雇用を増大させ
ることを意味する将来の企業成長のための十分な資本を提供することを意図
した国家的な金融•財政政策についての危急的必要性があると強調されねば
ならない。」42)と記載して記述情報の本文を締めくくっている。
さて，これらの「要約」部分の記述情報が1985年度までにどのように変化
していったのであろうか。次の表はこの推移を表したものである。
表4から判明するように，この「要約」部分は，前述した「まえがき」部
分と同様に，記述情報量がしだいに減少していっている。最終年度の1985年
度には，① 「修正された利益額は歴史的原価による利益額より小さいことの
表4 「要約」部分の記載内容の推移
年 j1919 i 1980I 1981 j 1982 i 198311984119851 
記
① ① ① ① ① ① ① 
R-a ③ -b ③ -b ③ -b ③ -b R-b ③ -b 
載 ② -b ⑧ ⑧ ⑧ ④ ④ 
内 ② -c ④ ④ ④ 
容
③ 
④ 
41) Ibid. 
42) Ibid. 
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理由」と②—b 「LIFO や加速償却法について」だけが記載されているので
ある。
ところで，この「要約」の個所で記載された記述情報は， 基準書37項の
「本基準書に準拠して開示された情報に関する説明」にもとづくものであろ
うか，それとも38項の「追加的情報」にもとづくものであろうか。
①の記述は，利益の差異に関する理由を記載しているものであるが，これ
は37項の「本基準書に準拠して開示された情報に関する説明」ともいえる
し， 38項の「追加的情報」ともいえるであろう。ただ，この情報はすべての
年度において記述されているので， 37項にもとづくものと経営者は判断して
いるのかもしれない。しかし，明確ではない。
②の実効税率に関する記述については，③-aの「インフレ修正後の利益
と実効税率」と，②-cの「FIFOや定額法を用いている場合と LIFOゃ加速
償却法を用いている場合の実効税率の比較」についての記述が1979年度のみ
行われており， 1980年度以降記載されていない。 これは， 計算書中に実効
税率に関するデータが記載されていたのは1979年度だけであり， 1980年度以
降記載されていないのと対応している。しかし，この実効税率に関するデー
タを開示することは基準書において要求されていない。それ故に，このデー
タを計算書に記載したのは経営者の自主的な判断によるものであったと思
われる。したがって，これらに関する記述情報も38項の「追加的情報」であ
るといえよう。 また， R-bの「LIFOや加速償却法」に関する記述は，
すべての年度において記載されているが， これも38項の追加的情報であろ
. つ。
③の「株主持分に関する修正金額とその意味」は， 1979年度から1982年度
まで記載されていた。これは，基準書第33号35項の「5年間の要約表」で記
載すべき事業年度末純資産額のデータに関係して記述されていたものであ
る。したがって，この記述情報は37項の「本基準書に準拠して開示された情
報に関する説明」といえるであろう。しかし，事業年度末純資産額のデータ
は1985年度まで記載されていたにもかかわらず，この記述情報の記載は1982
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年度で終えている。 37項は，企業に開示すべきことを要求しているものであ
るが，すべての年度で記載されたわけではなかったのである。
④の「政府への要望」に関する記述情報は，まさしく38項の追加的情報の
代表的な例であろう。
7. 「計算書の脚注」の記載内容について
基準書第33号の物価変動会計情報に関する計算書は， 「物価変動修正後の
継続的営業活動による損益計算書（当事業年度の計算書）」と「物価変動の
影響修正後5年間比較補足財務資料 (5年間の要約表）」の二つから成って
いる。 GMの計算書の場合は， A表として後者の「 5年間の要約表」を記載
し， B表として前者の「当事業年度の計算書」を記載している。ただし，
GMは， 1985年度にこれら二つの計算書を一つにまとめたものを記載してい
る。
さて， GMの1979年度の物価変動会計情報のA表(5年間の要約表）には，
次の二つの脚注が記載されている。このうち 1番目の脚注はその内容から二
つに分割することができる。
① -aデータを修正するためにCPI-Uを適用し，それの基準年度を当該指
数が100である1967年にしていること
① -b物価変動会計情報に用いられた償却方法は定額法であること
RA表と B表とは修正のための基準年度が異なるために金額が異なっ
ていること
また， B表（当事業年度の計算書）には次の三つの脚注が記載されており
そのうち 3番目の脚注は二つの内容から成っている。
③ 所得税引当額にいかなる修正も行われていないので，実効税率を上昇
させる影響があらわれていること
④ A表と B表とは修正のための基準年度が異なるために金額が異なっ
ていること
⑥ -a棚卸資産と有形固定資産のカレント・コスト額
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⑥ -b有形固定資産と減価償却費のカレント・コスト算定方法43)
これらの A表と B表に記載された脚注は，基準書第33号のいかなる規定
にもとづいて開示されたのかを次に考察してみよう。
「5年間の要約表」は，基準書によれば，当事業年度のCPI-Uによって測
定された年度平均の恒常ドル又は事業年度末の恒常ドルで表示するか(65項a),
または CPI-Uが100である1967年のドルと等しい購買力を持つドルで表示
するか(65項b)のいずれかによることとされている。 GMのA表の場合は，
この65項 b にもとづいて表示されている。したがって，脚注の①—aは， 1967
年のドルと等しい購買力を持つドルで表示する方法を選択したことを明らか
にしているのである。よって，この脚注は37項の「本基準書に準拠して開示
された情報に関する説明」であると考えられる。なお，この脚注は1984年度
まで記載されていたが， 1985年度には「データは1985年のドルに修正されて
いる。」と修正された。また，③と④は，「A表 (B表）の恒常ドルとカレン
ト・コストで表示された金額は， B表 (A表）のそれらの金額と異なってい
る。なぜならば，物価変動の影響を異なった形で明示するために，異なる基
準年度 (A表では1967年度， B表では1979年度）が用いられたからである。」
と記載されているが，これも①—a と同様に， 37項の「本基準書に準拠して開
示された情報に関する説明」であると考えられる。ただし，この脚注は1983
年度までしか記載されていない。
① -bは，前述したように， 1979年度より 1984年度までA表の脚注に記載
されていたのであるが， 1985年度に本文のカレント・コスト基準に関する記
述情報の区分に移されている。この情報は 34項bの「減価償却方法等の相
違」に関連して記載されているものである。
⑧の所得税引当額に関する記述は次のように記載されている。「基準書第
33号に準拠し，所得税引当額に対していかなる修正も行われていない。その
結果，実効税率を上昇させる影響があらわれている。」この脚注は， 基準書
第33号34項 Cにもとづいて記載されたものであると考えられる。 34項Cの規
43) Lおd.,p. 29. 
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定は開示を要求しているものであり， それ故に， 例えばフォードの場合は
1979年度から1985年度までのすべての年度で所得税に関する記述を行ってい
るのである44)が， GMの場合は1979年度だけ記載しているにすぎない。
⑥ -aは，棚卸資産と有形固定資産のカレント・コスト額を記載している
が，これは30項bで開示を要求している項目であり，基準書第33号の付録A
の開示例の中の付表AとBにおいて， 脚注の唯一の例として記載されてい
るものである。しかし，この項目は，むしろ計算書の一部あるいは計算書中
の項目として捉えるべきで，他の脚注のように項目の説明等とは異なる性質
をもつものと思われる。したがって，このデータはすべての年度で記載され
ている。
⑥ -bは，有形固定資産と減価償却費のカレント・コスト算定方法を記載
しているが，前述したように，この情報は1983年度に本文のカレント・コス
ト基準の区分に移されている。この情報は34項aで記載を要求されている事
項である。
さて， 1983年度になると B表の脚注に次の情報が追加されている。
⑥ 最近の歴史的原価による減価償却費は，恒常ドル及びカレント・コス
トによる減価償却費に近似していること
これは実際には次のように記載されている。「有形固定資産（特殊工具を
含む）に対する最近の高水準の支出と歴史的原価による減価償却費を計算す
るための加速償却法の使用の双方は，その歴史的原価による償却費を，定額
法を使った恒常ドル及びカレント・コストによる減価償却費に近似させる。」
この情報は1983年度にのみ記載されており，翌1984年度には早くも削除され
ている。この脚注は， 37項の「本基準書に準拠して開示された情報に関する
説明」というよりも，むしろ38項の「追加的情報」であると考えられる。
さて，これまで述べてきた「計算書の脚注」部分の記載内容の推移を一覧
表にしたものが次の表5となっている。
44)拙稿「米国の物価変動会計に関する記述情報について」「前掲書J58頁。
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表5 「計算書の脚注」部分の記載内容の推移
年度 11979¥ 1980 11981 1 1982 119831 1984 I 1985 
A ① -a ① -a ① -a ① -a ① -3** 
記 ① -b ① -b ① -b ① -b* ⑥ -a 
表 ③ R R 載
内 ③ ④ ⑥ 
⑤ -a 
B ④ ⑤ -a ④ 
容 ⑥ -a ⑥ -b* ⑥ -a 表
⑥ -b 
注1)1985年度の計算書は，これ以前の二つの計算書を一つに
まとめたものである。
2) *印は，その翌年に本文へ移されたことを表している。
3) **印は，文章に修正が行われていることを示している。
N. おわりに
これまで物価変動会計情報に関する記述情報の内容に関して，まず基準書
第33号の規定を検討するとともに， その規定との関わりでGMの物価変動
会計情報の記述情報について検討を行ってきたが，本稿を締めくくるに当た
って， GMの物価変動会計記述情報の特徴をまず探るとともに，規定に関わ
るいくつかの問題点を考察することにしよう。
GMの記述情報に関する単語数の変化を1979年度と1985年度とで比較して
みるならば， 1985年度は1979年度の約26%にまで減少しているのである45)。
この減少は， 1983年以降開示されなかった「歴史的原価基準」ならびに「恒
常ドル基準」に関する記述情報を除けば，前掲した表 1,表 3'表 4そして
表 5からみて，「まえがき」，「要約」そして「脚注」部分に現れており，それ
故に，これらの記述情報にその原因を見いだすことができるであろう。前述
45) GMの物価変動会計情報の記述情報量として単語数を調査した結果， 1979年度は
1,481, 1980年度は 1,290,1981年度は1,344,1982年度は1,352,1983年度は1.120, 
)984年度は534,そして1985年度は396であった。拙稿「同上論文」 49-50頁。
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したように，「まえがき」部分は基準書の 38項の「追加的情報」と思われる
し，「要約」部分の多くも同じ38項の「追加的情報」として捉えることがで
きる。この追加的情報が時の経過とともにしだいに減少していっているので
ある。「脚注」部分も減少しているが，これは若干事情が異なる。「脚注」部
分は，前述したように，主として34項と37項から成っている。開示を強制さ
れている事項が記載されているのである。この「脚注」部分が後半に至って
減少するのは，削除された記述部分もあるが，本文へ移されたものもあるか
らである。なお， GMは， 7年間の前半に，この「脚注」部分で主として34
項に関わる情報を記載し，本文においては37項や38項に関わる情報を記載し
ていた。いわば，本文と脚注との役割を明確に区別していたといえるであろ
う。しかしながら，後半には「脚注」部分の一部が本文に移されたりして，
この区分に若干の乱れが生じているのである。
ところで，「追加的情報」が時の経過とともにしだいに減少していってい
ることを指摘したが，これは物価上昇が沈静化したこと，それ故に， GMの
物価変動会計情報のクイトル部分の「衝撃」が「影響」へと修正されたこと
にもあらわれているように，物価変動の企業活動に及ぽす影響がしだいに減
少していったことが「追加的情報」を不要なものとしていったのかもしれ
ない。このことは，次頁の GMの物価変動会計に関する売上高対純利益率
の推移を表したグラフから判明するように， 1983年度以降，各評価基準によ
る当該比率に重要な相違がみられないことからもそのように思われるのであ
る。
さて，このような38項の「追加的情報」は，開示することが任意とされて
いるものであるだけに，企業の自主的判断で追加や削除が行われ，そのこと
が企業の期間比較や企業間比較に支障を生じさせることにもなっている。し
•かし，開示することが強制されている34項や37項にもとづく記述情報に関し
ても期間比較や企業間比較の面で問題が見いだせるのである。
基準書第33号の34項は，開示すべき内容を明示したうえで，その開示を要
求しているものであった。 34項aは「カレント・コスト額を計算するために
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GMの物価変動会計に関する売上高対純利益率の推移
6 
5 
??
? ?
fi~ 1979年度 1980年度 1981年度 1982年度 1983年度 1984年度 1985年度
一歴史的原価基準••••••• 恒常ドル基準ーーーカレントコスト基準
用いられた情報の主要な種類」を開示することになっているが， GMはこの
うち有形固定資産と減価償却費に関する情報だけをすべての年度で記載して
いた。しかし，同じように開示を要求されているはずの棚卸資産と売上原価
については，開示されたのは1984年度からであり，それより前には記載され
ていないのである。
また， 34項bは，物価変動会計データを算定するのに用いられた減価償却
方法等と基本財務諸表上の減価償却方法等との相違について記載すべきこと
を要求している。 GMは， 前者を定額法で，後者を加速償却法で行ってい
る。定額法を用いていることについては，すべての年度で明確に記述されて
いる。それに対して，基本財務諸表上加速償却法が用いられていることにつ
いては，例えば，要約の個所や1983年度の恒常ドル基準の個所で間接的な表
現ながらみることができるのであるが，それは必ずしもそれを用いているこ
とが明確にわかるような記述とはなっていないのである。
一方， 34項 C は， 所得税に関する規定であるが， これについてGMが記
載したのは1979年度だけであった。
このように， 34項の規定は明確な内容で開示を要求しているにもかかわら
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ず，必ずしもすべての年度でそれの記載が行われていたわけではなかった。
したがって，明確な規定が定められている34項にしてこうであるから，規定
上明確な内容とはなっていない37項については，同様にいくつかの問題点を
見いだすことができるのである。例えば，恒常ドル基準にもとづいて算定さ
れた売上原価や減価償却費の修正方法に関する記述は，前述したように37項
の「本基準書に準拠して開示された情報に関する説明」に該当すると思われ
るのであるが，この修正方法に関する記述は1981年度になってから行われて
おり，これより前には記載されていなかった。このように， 37項にもとづく
と考えられる記述情報，とりわけ売上原価や減価償却費の修正方法に関する
記述は非常に重要な記述であるにもかかわらず，当初は記載されていなかっ
たのである。またこの37項は必ずしも38項と明確に区別できるようには規定
されていないのである。例えば，「要約」部分の最初に記載されていた利益の
差異に関する理由などは， 37項の「本基準書に準拠して開示された情報に関
する説明」ともいえるし， 38項の「追加的情報」ともいえるであろう。また，
カレント・コスト情報の個所で記載されていた「利用上の注意」とでもいう
べき「将来の資本的支出との関連」についての記述も，どちらに属するのか
を判断することは大変難しい。もし企業がある情報を追加的情報であると解
釈したならば，その企業にとってこれらの情報を書くか書かないかはまった
く任意と考えてしまうことになるであろう。企業によってその判断に相違が
生じるようであれば，企業間比較の面でも支障が生じることになる。
記述情報は，とりわけ専門的知識に乏しい投資家などにとって非常に重要
な情報源と考えられる。それにもかかわらず，基準書全体に占める記述情報
関係規定の割合はほんのわずかである。したがって，従来あまり考慮される
ことのなかった記述情報に関する規定については，投資家の判断を誤らせる
ことのないように，さらには情報の作成者ならびにレビューを担当する監査
人の判断を誤らせることのないように規定作りには十分な配慮が必要である
と思うのである。
（本稿は，平成4年度関西大学学部共同研究費研究助成による成果の一部である。）
